
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シリンダ内に嵌装され、駆動手段に駆動されて往復動するピストンと、
　前記シリンダ内に嵌装され、前記ピストンと位相差をもって往復動するディスプレーサ
と、
　
　

　前記ピストンおよびディスプレーサの間に区画形成された圧縮室と、
　前記ディスプレーサを挟んで前記圧縮室と反対側に位置する膨張室と、
　前記駆動手段に電力を供給するインバータ回路と、
　前記ディスプレーサが、前記ピストンおよび前記シリンダの閉塞端のいずれかに衝突す
る衝突危険性を検知する衝突危険性検知手段と、
　前記衝突危険性検知手段によって検知された情報をもとに、前記インバータ電源回路か
ら前記駆動手段へと供給される電力を制御するインバータ電源回路制御手段とを備え
　

スターリング機関。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
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前記シリンダを保持固定するケーシングと、
前記ケーシングに取付けられ、前記ピストンおよびディスプレーサの往復動によって生

ずる前記ケーシングの振動を吸収するバランスマスと、

、
前記衝突危険性検知手段が、前記バランスマスの振動を検出するバランスマス振動検出

手段である、



本発明は、スターリング機関に関し、特に、フリーピストン型スターリング機関に関する
。
【０００２】
【従来の技術】
近年、省エネルギーや環境問題などの見地から、スターリング機関が注目を浴びている。
スターリング機関は、外部の熱源を利用して可逆サイクルであるスターリングサイクルを
実現する外燃機関であり、ガソリンなどの引火性や着火性に優れた燃料を必要とする内燃
機関などに比べ、省エネルギーで低公害であるという長所を備えた熱機関である。このス
ターリング機関の応用例として、スターリング冷凍機が広く知られている。
【０００３】
従来、冷凍機等に使用される冷凍サイクルとしては、一般的に蒸気圧縮式の冷凍サイクル
が採用されている。この蒸気圧縮式の冷凍サイクルでは、作動媒体としての冷媒にフロン
（クロロフルオロカーボン）が用いられ、フロンの凝縮および蒸発を利用して所望の冷却
性能を得るものである。
【０００４】
しかし、冷媒として使用されるフロンは非常に化学安定性が高く、大気中に放出されると
成層圏に達してオゾン層を破壊するとの指摘がある。このため、近年、特定のフロンの使
用および生産が規制されてきている。そこで、フロンを用いた冷凍サイクルに代わるもの
として、逆スターリング冷凍サイクルが注目されている。
【０００５】
逆スターリング冷凍サイクルでは、作動媒体として、ヘリウムガス、水素ガス、窒素ガス
などを採用することができるため、地球環境に悪影響を及ぼすことがない。この逆スター
リング冷凍サイクルを利用したスターリング冷凍機は、極低温を発生させる小型冷凍機と
して知られている。
【０００６】
スターリング冷凍機は、作動媒体である冷媒ガスを圧縮する圧縮機と、圧縮機から吐出さ
れた冷媒ガスを膨張させる膨張機とを組み合わせたものであり、上記圧縮機としては、冷
媒ガス圧をたとえば正弦波状等に繰り返し経時変化するように圧縮するものが使用される
。一方、膨張機は、先端が閉塞されたシリンダと、シリンダ内に往復動自在に嵌装され、
シリンダ内を先端側の膨張室と基端側の作動室とに区画形成するディスプレーサと、当該
ディスプレーサの往復運動を弾性支持する共振用バネとを備えている。
【０００７】
上記作動室は上記圧縮機に接続されており、圧縮機からの冷媒ガス圧により、ディスプレ
ーサを往復運動させて冷媒ガスを膨張させることにより、シリンダ先端の冷却部に低温を
発生させる。なお、この方式のスターリング冷凍機は、一般にフリーピストン型スターリ
ング冷凍機と呼ばれており、ピストンとディスプレーサが同一シリンダ内に同軸に嵌装さ
れたフリーピストン型スターリング冷凍機が一般的になりつつある。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、従来、この種のスターリング冷凍機においては、ピストンを駆動するリニアモ
ータへの印加電圧を増加させることにより、ピストンのストローク幅およびディスプレー
サのストローク幅を増加させ、冷凍能力の増大を図る手法が採用されてきた。
【０００９】
しかしながら、たとえば運転開始直後等の冷却部温度が常温に近い状態で、冷凍能力を増
大させるためにリニアモータに過大な入力電圧を加えると、ピストンおよびディスプレー
サが衝突する危険性があった。スターリング冷凍機の構造によって異なるが、この衝突の
主なものとしては、ディスプレーサのシリンダ閉塞端への衝突や、ディスプレーサに取付
けられている共振用バネの圧縮破壊等が挙げられる。ピストンとディスプレーサが同軸上
に嵌装されている場合には、ピストンとディスプレーサがシリンダ内で衝突する危険もあ
る。
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【００１０】
また、スターリング冷凍機の運転中に外部電源からリニアモータに入力される電力の電圧
値が増加した場合には、ピストンの振幅が増加し、ディスプレーサがピストンに衝突した
り、シリンダの閉塞端に衝突したりしてスターリング冷凍機が破損するおそれもある。通
常、この種のスターリング冷凍機は一般商用電源を用いて駆動される。一般商用電源は、
使用する地域・時間帯などにより電圧値がわずかながら変動する。したがって、この電圧
値の変動を是正しなければ、スターリング冷凍機の運転状況によってはピストンストロー
クが増大し、内部部品の破損が生じるおそれがある。
【００１１】
さらには、スターリング冷凍機の運転中に冷却部や放熱部が何らかの原因によって異常冷
却または異常加熱された場合や、スターリング冷凍機の周囲の温度が急激に変化した場合
などには、スターリング冷凍機本体の振動を抑止するために取付けられたバランスマスの
振動に変化が生じ、振幅が増加するおそれがある。また、シリンダ内のガスバランスが急
激に変化した場合や、内部部品の共振周波数のずれが生じることによってもバランスマス
の振動に変化が生ずる。バランスマスの振幅の増加は、スターリング冷凍機の騒音の増加
および異常振動へとつながり、内部部品の衝突によって破損が起きる危険もある。
【００１３】
　 外部から供給される供給電力の電圧値の変動時やスター
リング機関本体の異常振動時などにおける内部部品同士の衝突防止が図られたスターリン
グ機関を提供することにある。
【００１８】
【課題を解決するための手段】
　本発 おけるスターリング機関は、シリンダ内に嵌装され、駆動手段に駆動されて往
復動するピストンと、シリンダ内に嵌装され、ピストンと位相差をもって往復動するディ
スプレーサと、

ピストンおよびディスプレーサの間に区画形成された圧縮室と、ディスプレーサを
挟んで圧縮室と反対側に位置する膨張室とを備えている。さらに、本発 おけるスター
リング機関は、駆動手段に電力を供給するインバータ電源回路と、ディスプレーサがピス
トンおよびシリンダの閉塞端のいずれかに衝突する衝突危険性を検知する衝突危険性検知
手段と、衝突危険性検知手段によって検知された情報をもとに、インバータ電源回路から
駆動手段へと供給される電力を制御するインバータ電源回路制御手段とを備えている。

【００１９】
　本構成のように、衝突危険性検知手段によって検知された情報をもとに、インバータ電
源回路から駆動手段へと供給される電力をインバータ電源回路制御手段によって制御する
ことにより、ディスプレーサやピストンなどの衝突が未然に防止されるため、スターリン
グ機関の破損が防止される。

【００３２】
上記本発明の他の局面におけるスターリング機関は、たとえば、バランスマス振動検出手
段が、バランスマスの中心位置からの振幅を検出する光センサであることが好ましい。
【００３３】
本構成のように、バランスマス振動検出手段として光センサを用いることにより、容易に
バランスマスの振動を監視することが可能となる。
【００３４】
上記本発明の他の局面におけるスターリング機関は、たとえば、バランスマス振動検出手

10

20

30

40

50

(3) JP 3866974 B2 2007.1.10

したがって、本発明の目的は、

明に

シリンダを保持固定するケーシングと、ケーシングに取付けられ、ピスト
ンおよびディスプレーサの往復動によって生ずるケーシングの振動を吸収するバランスマ
スと、

明に

そ
して、本発明におけるスターリング機関は、衝突危険性検知手段が、バランスマスの振動
を検出するバランスマス振動検出手段であることを特徴としている。

特に、本構成では、上述の衝突危険性検知手段として、ケー
シングに取付けられたバランスマスの振動を検出するバランスマス振動検出手段によって
ケーシングの異常振動を検出することにより、内部部品の衝突を未然に防止することが可
能となる。



段が、バランスマスと接触することによりその位置を検出する接触センサであることが好
ましい。
【００３５】
本構成のように、バランスマス振動検出手段として接触センサを用いることにより、容易
にバランスマスの振動を監視することが可能となる。
【００３６】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態について、図を参照して説明する。
【００３７】
（実施の形態１）
図１は、本発明の実施の形態１におけるフリーピストン型スターリング冷凍機の構造を示
した断面図である。まず、本実施の形態におけるスターリング冷凍機の構造について説明
する。図１に示したように、スターリング冷凍機本体には、内部に円筒状の空間を有する
シリンダ５が設けられており、当該シリンダ空間内には、ピストン１およびディスプレー
サ２が同軸上に嵌装されている。シリンダ５内の作動空間には、ヘリウムガス、水素ガス
、窒素ガスなどの作動ガスが充填されている。
【００３８】
このディスプレーサ２によって仕切られる作動空間のうち、ピストン１側の空間を圧縮空
間（圧縮室）７、シリンダ閉塞端側の空間を膨張空間（膨張室）８という。この圧縮空間
７と膨張空間８とをシリンダ５外で結ぶ経路上には蓄冷材である再生器３が備えられてお
り、再生器３内は作動ガスが通過可能な構造となっている。
【００３９】
また、圧縮空間７で発生する熱を外部へ放出するための放熱部１０、膨張空間８で発生す
る低温を外部へ伝達する冷却部１２が、それぞれの空間を囲むように形成されている。こ
の放熱部１０および冷却部１２には、それぞれの温度を検出するための温度検出センサ１
１，１３が設けられている。さらに、ディスプレーサ２は、共振用バネ４によって冷凍機
本体ケーシング９に接続されている。
【００４０】
また、ピストン１は、リニアモータ６よって駆動される構成となっており、このリニアモ
ータ６は、電源駆動回路１５によって電力が供給され、その入力電流が冷凍機入力電流検
出部１８によってモニタされている（図２参照）。
【００４１】
次に、本実施の形態におけるスターリング冷凍機の動作原理について説明する。本冷凍機
は、いわゆる逆スターリング冷凍サイクルを利用して冷凍効果を得るものである。ピスト
ン１はリニアモータ６により駆動されて正弦運動する。ピストン１の動きにより圧縮空間
７内の作動ガスは正弦波状の圧力変化を示す。圧縮された作動ガスは放熱部１０で圧縮熱
を放出し、シリンダ外に設けられた再生器３を通過する際に予冷され、膨張空間８へと流
入する。
【００４２】
ディスプレーサ２は、定常運転時にはピストン１と同周期で一定の位相差をもって正弦運
動し、その位相差や振幅は共振用バネ４のバネ定数や、時々刻々と変化する圧縮空間７と
膨張空間８との圧力差、ディスプレーサ２の質量、動作周波数等によって決まる。この位
相差については、一般的には９０度程度が最適条件であるといわれている。
【００４３】
膨張空間８へと流入した作動ガスは、このディスプレーサ２の正弦運動により膨張し、こ
れによって膨張空間８内の温度は著しく低下する。このとき発生した極低温を冷却部１２
を介して冷凍庫内へ伝達することにより、所望の冷凍効果が得られる。
【００４４】
次に、本実施の形態におけるスターリング冷凍機の制御回路について説明する。図２は、
上記スターリング冷凍機の制御回路の構成を示すブロック図である。この図に示されるよ
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うに、放熱部１０および冷却部１２に設けられた温度検出センサ１１，１３で検出された
温度情報（Ｔｈ，Ｔｃ）が、温度検出部１４を介して制御マイクロコンピュータ１６に入
力される。ここで、Ｔｈは放熱部の温度、Ｔｃは冷却部の温度である。また、冷凍機入力
電流検出部１８において検出された入力電流情報（Ｉ）も制御マイクロコンピュータ１６
に入力される。
【００４５】
制御マイクロコンピュータ１６では、上記の各入力信号が予め記憶された基準となる値の
範囲内であるかどうかを判定し、その判定結果に基づいてスターリング冷凍機を制御する
ための制御信号を導出し、ＰＷＭ（ Pulse Width Modulation）出力部１７に対して出力す
る。ＰＷＭ出力部１７は、この制御信号に基づきパルス幅変調を行ないスターリング冷凍
機を制御する。
【００４６】
図３は、本実施形態における制御動作のフローチャートである。図に示されるように、ス
テップＳ１でスターリング冷凍機の運転が開始されると、ステップＳ２で温度情報（Ｔｈ
、Ｔｃ）および入力電流情報（Ｉ）が検知される。
【００４７】
つづいて、ステップＳ３で上記情報に基づき、予め定めた基準値の範囲内であるかを判定
することによって、衝突の危険性が判定される。これは、上記情報を総合することにより
ピストンストローク幅が特定されるため、衝突の危険性が検知可能となることによる。こ
こで、予め定めた基準とは、試行（テーブルルックアップ方式など）を行なうことにより
集められた衝突時の情報をもとに設定されるものである。
【００４８】
ステップＳ３で衝突する危険性がないと判定された場合は、ステップＳ４で一定値だけ入
力電流を増加させる。増加させる電流量は極端なピストンストローク幅の増大を抑制する
ため、極力小さく抑えることが好ましい。また、逆にステップＳ３で衝突する危険性があ
ると判定された場合には、それ以上の入力電流を冷凍機に供給しないように制御マイクロ
コンピュータ１６にて制御する。
【００４９】
以上において説明したように、リニアモータに入力される電流値と圧縮空間内および膨張
空間内の温度とをモニタし、これらの値を予め試行により得られた基準値と比較すること
によってピストンやディスプレーサの衝突危険性を判定し、この判定結果を基づいてスタ
ーリング冷凍機を運転することにより、ピストンやディスプレーサなどの内部部品同士が
衝突することが防止されるとともに、ピストンやディスプレーサなどの内部部品の衝突を
回避した上での最大出力運転が実現される。
【００５０】
（実施の形態２）
図４は、本発明の実施の形態２におけるスターリング冷凍機の制御回路のブロック図であ
る。なお、上述の実施の形態１と同じ部分については同一の符号を付し、その説明は省略
する。
【００５１】
図４に示したように、外部電源５０から供給された供給電力の電圧値は、電源電圧検知部
３４にて検知され、この電圧値情報が制御マイクロコンピュータ１６へと入力される。制
御マイクロコンピュータ１６は入力された電圧値情報を処理し、リニアモータ６に供給さ
れる電力の電圧値が適正な値となるようにインバータ電源回路制御部２３を介してインバ
ータ電源回路２４へと制御信号を出力する。この制御信号に基づいてインバータ電源回路
２４にて適正な電圧値に変換された電力がリニアモータ６へと供給される。ここで、イン
バータ電源回路制御部２３からインバータ電源回路２４へと出力される制御信号は、イン
バータ電源回路でのＰＷＭ制御におけるパルス幅の変調を行なう信号である。
【００５２】
この電源電圧検知部３４として、コンパレータを採用した場合の回路例を図５に示す。外

10

20

30

40

50

(5) JP 3866974 B2 2007.1.10



部電源から供給された供給電力の電圧値を検知するために、抵抗３３によって供給電力の
電圧値を分圧し、電圧の変化がコンパレータ３２によって制御マイクロコンピュータ１６
へと入力される。このとき、供給電力の電圧値の高低により、制御マイクロコンピュータ
１６への入力は、入力Ａ、入力Ｂ、入力Ｃ、入力Ｄと段階的に送信される。制御マイクロ
コンピュータ１６へと送信された信号は、たとえば下記の表１に基づいて閾値電圧毎に出
力信号が決定され、インバータ電源回路２４へと適正にパルス幅変調された出力信号が入
力される。
【００５３】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００５４】
上記表１を参照して、たとえば、制御マイクロコンピュータ１６への入力Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ
が０／０／０／０の場合には、供給電力の電圧値が９０Ｖ以下であると判断し、インバー
タ電源回路２４への出力を停止し、スターリング冷凍機１９の運転を停止する。また、制
御マイクロコンピュータ１６への入力が１／１／１／１の場合には、供給電力の電圧値が
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１１０Ｖ以上であると判断し、同じくインバータ電源回路２４への出力を停止してスター
リング冷凍機１９の運転を停止する。制御マイクロコンピュータ１６への入力が１／１／
０／０の場合には、供給電力の電圧値が９５Ｖ以上、１０５Ｖ未満であると判断して、基
準の幅のパルス信号を出力する。上記以外の場合には、その電圧値情報に基づいて、基準
の幅のパルスのパルス幅変調を行なうことにより、適切な電圧値へと是正する。
【００５５】
また、電源電圧検知部３４として、アナログアンプを採用した場合の回路例を図６に示す
。この場合、アナログアンプ３１によって供給電力の電圧値を０～５Ｖに変換し、この変
換された電圧を制御マイクロコンピュータ１６へと入力する。制御マイクロコンピュータ
１６に入力された電圧信号を演算処理し、インバータ電源回路２４へと送信する。供給電
力の電圧値が異常であると判断された場合には、インバータ電源回路２４への出力を停止
し、スターリング冷凍機１９の運転を停止する。
【００５６】
以上のように、供給電力の電圧値の変動を電源電圧検知手段によって検知し、この情報を
もとに制御マイクロコンピュータにて適正な電圧値となるようにパルス幅変調を行ない、
この出力信号を用いてインバータ電源回路によってスターリング冷凍機への入力電力の電
圧値を調整することにより、最適な運転条件が確保される。また、供給電力の電圧値が異
常であると判断した場合には、スターリング冷凍機への電力の供給を停止させることによ
り、内部部品の衝突などによるスターリング冷凍機の破損を防止することが可能となる。
【００５７】
（実施の形態３）
図７は、本発明の実施の形態３におけるスターリング冷凍機のブロック図である。なお、
上述の実施の形態１および２と同じ部分については、図中同一の符号を付し、その説明は
省略する。
【００５８】
本実施の形態におけるスターリング冷凍機では、上述の実施の形態１と同様、放熱部１０
および冷却部１２に温度を測定するための温度検出センサ１１，１３が取付けられている
。これら温度検出センサ１１，１３によって検出された温度情報は、制御マイクロコンピ
ュータ１６へと温度検出部１４を介して入力され、制御マイクロコンピュータ１６内に予
め記憶されているルックアップテーブル（図８参照）を参照することによりその出力信号
が決定され、インバータ電源回路２４へと出力される。なお、このルックアップテーブル
は、予め試行を行なうことにより、スターリング冷凍機の内部部品が衝突する異常加熱お
よび異常冷却状態のデータを収集することによって得られた情報を用いる。
【００５９】
また他の例として、図９に示したように、ピストン１を挟んで圧縮空間７の反対側に位置
する背圧空間２０内の温度を検出することによって、異常を検知することも可能である。
この場合には、温度センサ２５を背圧空間２０を構成する本体ケーシング９に取付けるこ
とにより、背圧空間２０内の温度を間接的にモニタしている。なお、背圧空間２０の温度
によって異常が検知されるのは、圧縮空間７と背圧空間２０とが連通しているために、圧
縮空間７が異常加熱された場合に背圧空間２０も異常に加熱されるためである。
【００６０】
（実施の形態４）
図１０は、本発明の実施の形態４におけるスターリング冷凍機のブロック図である。本実
施の形態におけるスターリング冷凍機は、バランスマスの異常振動を検出することによっ
て、ピストンやディスプレーサといった内部部品の衝突危険性を検知し、未然にこの衝突
を防止する機構を備えたスターリング冷凍機である。なお、上述の実施の形態１～３と同
じ部分については同一の符号を付し、その説明は省略する。
【００６１】
図を参照して、スターリング冷凍機１９の本体ケーシング９にはバランスマス４２が、マ
ススプリング３８およびマススプリング支持部材３９を介して接続されている。このバラ
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ンスマス４２は、スターリング冷凍機１９本体の振動を抑えるために取付けられるもので
ある。スターリング冷凍機１９が異常振動状態にある場合にはこのバランスマス４２も異
常振動するため、このバランスマス４２の振幅を監視することにより、スターリング冷凍
機の異常を検知することが可能となる。
【００６２】
スターリング冷凍機１９が正常動作している場合のバランスマス４２の振幅範囲を予め測
定しておき、バランスマス４２の近傍に設置された光センサ３５，３６によって、バラン
スマス４２の振幅を監視する。異常振動が発生した場合には光センサの発光部３５から照
射される光線が、バランスマスによって遮られるため、光センサの受光部３６にまで達し
ない。この場合、制御マイクロコンピュータ１６に光センサ受光部３６から入力される電
圧信号が減少する。これを検知した制御マイクロコンピュータ１６は、直ちにインバータ
電源回路２４への出力を停止し、スターリング冷凍機１９の運転を停止する。
【００６３】
以上により、スターリング冷凍機の異常振動を検知することによって、内部部品の衝突が
未然に防止され、スターリング冷凍機が破損することが防止可能となる。なお、光センサ
の変わりに、図１１に示したような接触センサ３７をバランスマス４２の近傍に設置し、
バランスマス４２が異常振動時に接触センサ３７に接触することにより、異常振動を検知
するようにしてもよい。
【００６４】
上述のすべての実施の形態では、ピストンとディスプレーサとが同軸上に嵌装されたスタ
ーリング冷凍機に本発明を適用した場合を例示して説明したが、別個に圧縮機と膨張機と
が設けられたスターリング冷凍機にも適用可能である。
【００６５】
また、上述のすべての実施の形態では、ディスプレーサが共振用コイルバネでスターリン
グ冷凍機の本体ケーシングに接続されているものを例示したが、特にこれに限定されるも
のではなく、共振用コイルバネに代えてガスバネや板バネなどを利用したスターリング冷
凍機であってもよい。
【００６６】
さらには、上述の実施の形態１および３では、圧縮空間および膨張空間の温度を検出する
ための温度検出センサを放熱部および冷却部に設けることで間接的に検出した場合を示し
ているが、圧縮空間および膨張空間内に温度検出センサを設け、直接作動ガスの温度を測
定する構成としてもよい。
【００６７】
このように、今回開示した上記各実施の形態はすべての点で例示であって、制限的なもの
ではない。本発明の技術的範囲は特許請求の範囲によって画定され、また特許請求の範囲
の記載と均等の意味および範囲内でのすべての変更を含むものである。
【００６９】
【発明の効果】
　 の振動を監視したりすることによって異常状態を検知し
、スターリング冷凍機を停止させることにより、未然に内部部品の衝突を防止することが
可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の実施の形態１におけるスターリング冷凍機の断面図である。
【図２】　本発明の実施の形態１におけるスターリング冷凍機の制御回路ブロック図であ
る。
【図３】　本発明の実施の形態１におけるスターリング冷凍機の制御動作フローチャート
である。
【図４】　本発明の実施の形態２におけるスターリング冷凍機のブロック図である。
【図５】　本発明の実施の形態２におけるスターリング冷凍機の電源電圧検知部にコンパ
レータを用いた場合の制御回路ブロック図である。
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【図６】　本発明の実施の形態２におけるスターリング冷凍機の電源電圧検知部にアナロ
グアンプを用いた場合の制御回路ブロック図である。
【図７】　本発明の実施の形態３におけるスターリング冷凍機のブロック図である。
【図８】　本発明の実施の形態３におけるスターリング冷凍機の運転制御に用いられるル
ックアップテーブルを説明するための模式図である。
【図９】　本発明の実施の形態３における他の例を示したブロック図である。
【図１０】　本発明の実施の形態４におけるスターリング冷凍機のブロック図である。
【図１１】　本発明の実施の形態４におけるスターリング冷凍機の他の例を示したブロッ
ク図である。
【符号の説明】
１　ピストン、２　ディスプレーサ、３　再生器、４　共振用バネ、５　シリンダ、６　
リニアモータ、７　圧縮空間、８　膨張空間、９　冷凍機本体ケーシング、１０　放熱部
、１１　放熱部温度検出センサ、１２　冷却部、１３　冷却部温度検出センサ、１４　温
度検出部、１５　電源駆動回路、１６　制御マイクロコンピュータ、１７　ＰＷＭ出力部
、１８　冷凍機入力電流検出部、１９　スターリング冷凍機本体、２０　背圧空間、２３
　インバータ電源回路制御部、２４　インバータ電源回路、２５　背圧空間内温度検出セ
ンサ、３１　アナログアンプ、３２　コンパレータ、３３　抵抗、３４　電源電圧検知部
、３５　光センサ発光部、３６　光センサ受光部、３７接触センサ、３８　マススプリン
グ、３９　マススプリング支持部材、４２　バランスマス、５０　外部電源。
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】
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